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ケンコーマヨネーズについて

『業務用食品メーカー』としてプロ向け商品を提供し、
さまざまな食シーンを彩る市場演出型企業です。

当社はプロ向けの商品を製造販売しており、外食や中食産業を支える“縁の下の力持ち”として、皆様の生活に
自然に溶け込んでいる企業です。市場ニーズに応える商品開発力と、さまざまな業態に対するきめ細やかな
メニュー提案力で、事業の成長・発展とともに市場を活性化させてまいります。

ケンコーマヨネーズのビジネスフィールド

さまざまな食シーンに合わせた
商品数 3,100を超える商品ラインアップ
新商品は年間1,800アイテム以上！

主な取引先の業態

主な商品群

外　食

マヨネーズ類

コンビニ
エンスストア

冷凍食品
・

アラカルト タマゴ
加工品

ドレッシング類

給　食

食品
スーパー

和惣菜
ソース類

ベーカリー

サラダ類
ファッション
デリカフーズⓇ

サラダの未来は
私たちの未来
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今日はサラダを召し上がりましたか？
それは、どのようなサラダでしたか？

私たちは、普段皆さんが召し上がっている「サラダ」のことを一所懸命考えています。
サラダをもっとおいしく、もっと楽しく召し上がっていただくために、

私たちは食の市場を演出する企業として、「これからのサラダ」作りに取り組んでいます。

企業理念に基づき、全従業員が創意工夫すること、
さらには社会の一員として責任を持って資源と環境を大切にすることを

一人ひとりの「誓い」として実践しています。

企業理念

食を通じて
世の中に
貢献する。

グループ経営理念

心身（こころ・
からだ・いのち）と

環境

サラダNo.1企業
を目指す。

品質、サービスで
日本一になる。

グループ経営方針
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売上高　　経常利益
（単位：億円）

2004年度2003年度2002年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度
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再構築期間 発展期間 筋肉質の体制作り

『中計Ⅳ（フォース）2012-2014』
市場演出型企業としての
存在感アップを目指す

2012年4月～2009年4月～
『KVR』『DASH SALAD』+『C-08』

2006年4月～
『KRP520』
2004年4月～

ケンコーマヨネーズについて

1958（昭和33）年 3月 会社創立
1961（昭和36）年 9月 業務用マヨネーズ｢ケンコーマヨネーズAS」の製造販売を開始
1966（昭和41）年 6月 ケンコー・マヨネーズ株式会社に商号変更 

マヨネーズ・ドレッシング類を事業の基盤として展開
1977（昭和52）年10月 業界初のロングライフサラダ FDF（ファッションデリカフーズⓇ）発売 

外食・中食市場が広がるなか、ロングライフサラダを市場投入・市場創造
1986（昭和61）年12月 ごぼうサラダ(業務用)発売、ファイバーブームの先駆け 

サラダを柱とした調理加工食品およびタマゴ加工品へ事業を拡大

「サラダ料理」とは
私たちはサラダのことを、野菜をキーとして、肉類や魚介類、乳加工品などの食材と、
マヨネーズやドレッシング、 ソースなどの調味料で仕上げた「料理」だと考えています。

「サラダ料理」は、調理方法の創意工夫によって、無限大のバリエーションと可能性を秘めています。
私たちケンコーマヨネーズは、業務用食品メーカーとして育んできた実績とノウハウを活用し、
さまざまな食スタイル・食シーンを演出することで、市場の拡大を図っていきます。

■■中期経営計画の進展

● 会社沿革
ケンコーマヨネーズAS

（61年）

ファッションデリカフーズⓇ（77年）

1992（平成 4）年 6月 ケンコーマヨネーズ株式会社に商号変更
1994（平成 6）年11月 日本証券業協会(現 東京証券取引所 JASDAQ市場)へ株式を店頭登録
2005（平成17）年 8月 サラダカフェ株式会社設立
2011（平成23）年 3月 東京証券取引所市場第二部上場
2012（平成24）年 3月 東京証券取引所市場第一部指定

7月 PT. Intan Kenkomayo Indonesia（インドネシア ジャカルタ）設立
2014（平成26）年 3月 静岡富士山工場竣工
2015（平成27）年 7月 Vancouver Research Office開設

サラダNo.1 企業を目指して
「サラダNo.1企業を目指す。」をグループ経営方針とし、「サラダ」の可能性を最大限に引き出すべく「サラダ料理」の確立に

取り組んでいます。サラダ＋αの無限の可能性と、世界各国のオリジナル料理の広がりに注目して、サラダに関わるさまざまな
情報を収集し、商品化・メニュー化を進めています。また、国内外に向けてサラダの情報を発信することで、市場演出型企業
としてのケンコーマヨネーズの価値向上にも努めています。 サラダ

No.1企業へ

2015年4月～
新中期経営計画
『KENKO Five Code 2015-2017』
～輝く未来のために～ 始動

●2017年度 目標

連結売上高 750億円

連結経常利益率 5％
自己資本比率 50％
ROE 8％以上をキープ

マヨネーズソース

魚介類

肉類乳加工品
ドレッシング

野菜

新しく創造するサラダ料理
ゾー
ン

サラダ料理

当社グループは、毎年3月を決算月としております。

東証一部指定時「打鐘式」の様子 43



トップメッセージ

当社は1958（昭和33）年に創立、1961（昭和
36）年から業務用のマヨネーズ専門メーカーと
して業務用市場に本格参入をし、マヨネーズ・
ドレッシング類を基盤としながら事業を拡大して
まいりました。また、1977（昭和52）年には日本で
初めてロングライフサラダ「ファッションデリカ
フーズ®」※を開発し、ごぼうサラダやパンプキン
サラダなど、特長ある商品を世の中に送り出し、
発売当時から現在に至るまで業界のパイオニア
として、トップシェアを堅持し続けております。

現在、事業の柱となるのは「サラダ」であり、
「サラダが主役、サラダが主食、サラダが食卓の
王様」となれるよう、日々商品開発やメニュー開発
に取り組んでおります。当社グループの特長は、
外食や中食産業等のお客様ニーズに沿った
ロングライフ製品を提案・製造する機能と、地域
密着型で日本各地の風土に合わせた日配総菜を
製造する子会社による総菜製造機能、お客様

（エンドユーザー）の声をダイレクトに吸い上げ、

※�通常のサラダと比べ長期間保存が可能なサラダのこと。未開封の状態で
冷蔵で15日から60日保存可能な調理済み加工食品。

ケンコーマヨネーズについて 反映できるサラダカフェのショップとWebサイト
機能の3つが融合した三位一体経営です。この
当社独自のビジネスモデルにより「サラダ」の
更なる進化を目指しております。

当社の強みは、お客様のニーズを満たす幅広い
商品ラインナップと「あったらいいな」を形にする
優れた商品開発力や、営業・商品開発・メニュー
開発の連携による各種分野を細分化した業態別
へのきめ細やかな対応力、おいしさや安全・安心
につながる素材・品質への徹底的なこだわりに
あります。また、自社7工場、子会社9工場と全国に
広がる生産拠点が、地域との取り組みを重視した
生産体制や製品づくり、健康や環境を考慮した
商品開発に重点を置いていることにもあります。
お客様のご要望にすばやく対応し、付加価値の
ある提案を可能にしております。

平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
当社は創業以来、業務用食品メーカーとしてプロの皆様に喜んでいただける商品を開発し、
お届けしてまいりました。
“サラダの未来は私たちの未来” という信念を持って、これからもお客様の声を大切にし、
価値ある商品やサービスをお届けする企業グループであり続けます。

 サラダ  のリーディングカンパニーとして
すべてのステークホルダーの皆様に信頼され
ご期待にお応えできるよう事業の拡大を
推進してまいります。

当社は、2012年度から2014年度に『中期経営
計画Ⅳ（フォース）2012-2014』として、連結売上高
600億円、連結経常利益27億円の目標を掲げ、
事業に邁進してまいりました。この3ヵ年では、
市場を演出する商品の開発やメニュー開発は
もちろん、インドネシアに合弁会社を設立、焼成
たまご専用の新工場・静岡富士山工場を竣工する
などの積極的な投資も実施いたしました。また販売
戦略として、お客様の分野を細分化した業態別の
個別対策によるきめ細やかな対応をおこなった
ことにより、目標を達成することができました。

2015年度からは、新中期経営計画『KENKO 
Five Code 2015-2017』として、さらなる成長と
輝く未来のために、常に従業員が念頭に置くべき
5つの指針、『Globalization/世界的拡大 』、

『Innovation/革新』、『Best practice/最良実施』、
『Knowledge management/知識管理』、
『Communication/コミュニケーション（ブランド
育成）』を策定いたしました。

中期経営計画について

代表取締役社長
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トップメッセージ

今後、高齢化社会や人口の減少、単身世帯や
共働き世帯が増加し、当社業界を取り巻く環境は
変化していくことが予想されます。当社は食品
メーカーとして50年以上にわたり蓄積してきた
ノウハウを活かし、社会環境や原材料コスト、
エネルギーコスト等の変動に左右されない環境作り
や商品開発など、柔軟な対応を図ってまいります。

これまで当社は、業務用食品メーカーとして
食の市場を支えてまいりましたが、今後は「市場
演 出 型 企 業 」として先を見 据え、さまざまな
食シーンに対応する商品開発やメニュー提案を
積極的におこなってまいります。キーワードは

「サラダ料理」。食に対する健康志向や高付加価値
志向などの高まりにより、サラダの需要は増加
しています。サラダをメインディッシュに、「サラダ
料理」として普及させ、新たな市場を演出すること
に注力しながら、すべてのステークホルダーの
皆様に信頼され、ご期待にお応えできるよう事業
の拡大を推進してまいります。

皆様方におかれましても、今後ともより一層の
ご支援とご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

今後に向けて

中期経営計画『KENKO Five Code  2015-2017』

●調味料事業としての拡大
●容器形態の改革
●「世界のソース」シリーズの拡充

マヨネーズ・ドレッシング事業

●ニーズにあった商品の強化
●メニュー提案の強化
●「まるごと北海道®」シリーズの拡充

ポテト事業

●❶『サラダNo.1（Leading company）』のポジションを確立

●新規素材の発掘
●小型形態への対応
●和惣菜「和彩万菜®」シリーズ等の拡充

サラダ・総菜事業

●生産設備の増強
●「惣菜亭®」シリーズの拡充
●ニーズにあった商品開発

たまご事業

2 自己資本比率 50％

1
連結売上高 750億円
連結経常利益率 5％

ROE 8％以上をキープ3

世界的拡大
Globalization

コミュニケーション
（ブランド育成）

Communication
革新

Innovation

知識管理

Knowledge 
management 最良実施

Best practice

輝く
未来のために

●❷ サラダ料理 の更なる進化

グループ間でのコミュニケーションの強化、生産拠点
の整備やM&A等を通して、体制の強化を図る

「サラダ料理」発信力の強化

ケンコーマヨネーズグループの体制強化
『市場演出型企業』、『サラダNo.1企業』を目指し、「サラダ
料理」の普及および当社ブランドイメージの向上を図る

●プロダクトブランドの強化　
● �情報発信の強化

ブランドイメージの向上

原料調達・開発・生産・販売・情報収集・研修など、日本に留まらず、世界へ視野を広げた活動をおこなう

●❸  グローバル市場への積極展開を進める経営基盤強化
グローバル企業への成長を目指す

●海外拠点

●海外輸出

・マヨネーズ、タマゴ商品の強化 
・ハラール商品の強化	 ： 冷凍食品の輸出

・商品ラインナップの強化	 ： サラダ類（FDF）や厚焼き卵等の販売

インドネシア

北米・欧州 ・�オフィスを設立	  ： �情報収集や分析、食のトレンドを発信

そして、5つの指針に基づき、3つの経営戦略、
「サラダNo.1（Leading company）のポジション
を確立」、「サラダ料理の更なる進化」、「グローバル
市場への積極展開を進める経営基盤強化」を掲げ
実践することにより、3年後の2017年度には連結
売上高750億円、連結経常利益率5％を達成する
という大きな目標を掲げました。そのためには、
新規事業の立ち上げやビジネスチャンスの拡大を
図るためのM＆Aも視野に入れた経営戦略が重要
になると捉えております。

2017年度 目標

5つの指針 経営戦略
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財務・業績情報

■■業績サマリー ■■セグメントおよび商材別売上高の推移（単位：百万円）

■■分野別売上高構成比の推移（単位：％）

主な経営成績（連結） （単位：百万円）

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

売上高 51,101 50,629 51,878 54,533 57,301 60,327

営業利益 2,951 2,773 2,144 2,778 2,428 3,001

経常利益 2,853 2,681 2,073 2,574 2,258 2,776

当期純利益 1,446 1,319 1,029 1,409 1,265 1,642

包括利益 ― 1,270 1,065 1,735 1,438 2,122

純資産 10,916 12,711 13,492 14,801 15,810 17,967

総資産 29,775 30,753 30,404 33,998 39,686 39,448

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,402 1,926 3,132 2,822 1,265 3,859

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,095 △1,971 △1,360 △2,003 △4,853 △3,496

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,730 16 △3,312 1,082 1,552 530

1株当たりデータ （単位：円）

純資産 847.39 894.47 949.44 1,041.54 1,112.55 1,264.38

当期純利益 112.27 103.47 72.46 99.16 89.08 115.57

配当金 15.00 20.00 20.00 21.00 21.00 23.00

主な指標 

自己資本比率（％） 36.7 41.3 44.4 43.5 39.8 45.5

ROA（総資産経常利益率／％） 9.6 8.9 6.8 8.0 6.1 7.0

ROE（自己資本当期純利益率／％） 14.1 11.2 7.9 10.0 8.3 9.6

PER（株価収益率／倍） 5.3 5.3 8.7 9.1 10.2 13.8

配当性向（％） 13.4 19.3 27.6 21.2 23.6 19.9

DOE（純資産配当率／％） 1.9 2.3 2.2 2.1 1.9 1.9

■ 調味料・加工食品事業　■ サラダ・総菜類　■ マヨネーズ・ドレッシング類　■ タマゴ加工品　■ その他※1　■ 総菜関連事業等　■ その他※2

1,014

2011年度2010年度2009年度 2012年度 2013年度 2014年度

51,101 50,629 51,878
54,533

57,301
60,327

8,161

10,188

16,007

14,658

42,104 41,911 43,618 45,894
47,541

49,733

836

1,250

7,856

10,648

15,206

14,946

7,298

15,118

16,143

11,298

7,526

16,081

16,820

11,986

8,586

15,866

17,093

13,567

9,419

16,758

16,771

15,115

861

1,110

960

1,058 1,006

1,113 1,173

1,087

1,175

■外食　■量販店　■コンビニエンスストア　■パン　■給食　■その他

2011年度2010年度2009年度 2012年度 2013年度 2014年度

5.9

10.8

16.7

23.4

29.1

14.1

5.8

11.7

16.6

22.6

28.8

14.5

5.8

11.7

16.5

21.3

29.9

14.8

5.5

11.9

16.8

21.5

29.1

15.2

5.5

11.1

18.4

22.5

28.2

14.3

5.6

11.4

18.9

23.2

26.7

14.2

※1. ■その他は、冷凍食品等　　　※2.  ■その他は、ショップ事業（Salad Cafe）および海外事業

当社グループは、毎年3月を決算月としております。 当社グループは、毎年3月を決算月としております。
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セグメント別情報

調味料・加工食品事業

■■2014年度概況
● 基盤商品のポテトサラダ等が外食、コンビニエンスストア、製パン

向けに新規採用
● 焼き込みパン用のマヨネーズ、外食向けのドレッシングが新規採用。
「世界のソース」シリーズでは、新規商品が伸長

● タマゴ加工品では、さまざまな加工形態の商品がコンビニエンス
ストア、製パン向けを中心に新規採用

82.4%

2014年度
売上高構成比

49,733百万円

売上高

2,648百万円

セグメント利益

2014年度2011年度2010年度 2012年度 2013年度

49,733
43,618 45,894 47,541

41,911

2,648
1,829 2,502 2,106

売上高 セグメント利益

2,426

�売上高・セグメント利益� （単位：百万円）

マヨネーズ・ドレッシング類からソースまで幅を広げ、事業領域の拡大を図って
います。冷蔵しても固まらない液状の「ガーリックバターソース」や野菜から出る
水分を保持して離水を抑える「HSマヨネーズタイプ」など、バラエティ豊かな商品
を開発しています。現在は、世界各地の素材を活かした各国オリジナルの料理を、
本格的かつ身近で手軽に作れるよう、「世界のソース」の商品化に注力しています。
お客様の「あったらいいな」の声に応えるべく商品化を進めています。

調味料分野における事業領域の拡大
マヨネーズ・ドレッシング類の
2014年合計生産量は、
シェア2位を継続

出典：�日刊経済通信社「酒類食品統計
月報」データより当社作成

14.7%

業界における当社の位置づけ

マヨネーズ類 ソース類ドレッシング類

創業期より業務用食品メーカーとしてプロフェッショナルなお客様の要望にお応えし、さまざまなマヨネーズ
やドレッシングを開発しています。また、日本で初めてロングライフサラダを開発し、FDF（ファッションデリカフーズⓇ）
のブランドで、外食産業・製パン・コンビニエンスストアなどで使用されています。サンドイッチや総菜パンの具材と
して使われるタマゴサラダ、お弁当に入れる厚焼き卵など、タマゴ加工品も生産しています。

● �静岡富士山工場製ブランド 『惣菜亭®』 発売

　2014年3月　新工場・静岡富士山工場 竣工

オムシートⓇ スクランブルエッグ

惣菜亭Ⓡだし巻き卵 錦糸卵を使用した冷やし中華

サラダ・総菜類 売上高 16,758百万円

ファッションデリカフーズ®とは

通常のサラダと比べ長期間保存が可能なロングライフサラダのことで、未開封
の状態で冷蔵で15日から60日保存可能な調理済み加工食品のブランドです。

1977年、大手製パンメーカー様の「夏場でも安心して使えるサンドイッチ用
のフィリング（具材）を開発してもらえないか？」との要望から、「ファッション
デリカフーズⓇ」が誕生しました。当時、冷蔵で30日間、35℃でも2～3日保存
可能なサラダを業界で初めて開発したのが、ケンコーマヨネーズです。

ロングライフサラダでは
業界のパイオニアであり、
発売当時からいままで
トップシェアを堅持
出典：�富士経済 	  

「2015年 食品マーケティング
便覧」データより当社作成

37.4%

業界における当社の位置づけ

マヨネーズ・ドレッシング類 売上高 16,771百万円

タマゴ加工品 売上高 15,115百万円

半熟煮卵

静岡県富士市に焼成たまご専用工場「静岡富士山工場」が竣工しました。
最新鋭のラインを導入し、生産能力は、6,000t／年です。

静岡富士山工場外観

厚焼き卵・だし巻き卵 錦糸卵

●静岡富士山工場の特長

工場内
割卵 調合 焼成 殺菌 梱包ホット

パック

割りたて卵の豊かな風味をキープ 焼きたてのふっくらジューシーな食感を実現

連続一貫生産工程

当社グループは、毎年3月を決算月としております。

ロングライフサラダ
FDF（ファッションデリカフーズ®） 和惣菜フィリング
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セグメント別情報

総菜関連事業等 その他
その他は、サラダカフェ事業と海外事業で構成されています。サラダカフェは、当社グループの中で唯一

エンドユーザーであるお客様との接点をもっています。ショップとWebサイトの展開によりお客様のニーズや
トレンドなどの情報収集をおこない、新商品の開発につなげています。海外事業では、2012年にインドネシアに
合弁会社を設立し、ハラール認証を取得したマヨネーズ類の製造販売を現地にて進めています。 

15.6%

2014年度
売上高構成比

2.0%

2014年度
売上高構成比

9,419百万円

売上高

348百万円

セグメント利益

1,175百万円

売上高

△229百万円

セグメント利益

2014年度2011年度2010年度 2012年度 2013年度

9,419
7,298 7,526

8,5867,856

売上高 セグメント利益

262
348

264 320 369

�売上高・セグメント利益� （単位：百万円）

2014年度2011年度2010年度 2012年度 2013年度

1,175
960 1,113 1,173

861

売上高 セグメント利益

4
△1

△229△255 △216

�売上高・セグメント利益� （単位：百万円）

■■2014年度概況
● 食品スーパー向けにポテトサラダ、マカロニサラダ、明太子や半熟卵

を使用したサラダ等が伸長
● 北海道エリア限定のカット野菜が堅調に推移

■■2014年度概況
● Salad Cafeは新規出店、リニューアルを中心に店舗展開
● インドネシアでは、マヨネーズ類の他、液卵の販売も好調に推移
※海外事業は持分法適用関連会社のため、売上高には含まれません。

食品スーパーなどの中食マーケット向けの日配総菜類の製造販売を連結子会社7社にて担っています。常に
高品質な商品をお届けするために、季節の移り変わりにあわせた野菜の品種、産地リレーをおこない、素材や
地域の味わいを生かした商品づくりをしています。お客様に満足いただける商品をお届けするために、味や鮮度、
品質にこだわったサラダや総菜の研究開発に日々取り組んでいます。

Salad Cafe（サラダカフェ）

インドネシアの合弁会社
では、現地の一般消費者
向けにハラール認証を取得
し た マ ヨ ネ ー ズ タ イ プ

『おマヨ』の製造販売をして
います。

イスラム教 徒 の 人 口は2 0 1 2年には
18億人、2030年には22億人に増える予測
であり、成長の余地が大きい市場と言われています。また、
在日のイスラム教徒の人口は約20万人と言われており、今後も
ますます増加することが考えられます。

このような市場背景を受け、日本の食品衛生法に準じた
原材料へ変更をし、『おマヨ』を日本に輸入、当社オンライン
ショップにて販売を開始しました。
『おマヨ』は、世界最大級のハラール市場であるインドネシア

のイスラム最高権威指導者会議（MUI）のハラール認証を取得
しています。

Salad Cafeは、「サラダ料理で新しい世界を食卓に」を
コンセプトに、関西・関東に17店舗のサラダ専門ショップと、
1,200を超えるサラダ料理レシピを掲載しているWebサイト
を運営しています

（2015年8月現在）。
もっと 野 菜 を お いしく

食べてほしいという想いから、
幅広いサラダの世界をご提案
しています。

※�ハラール認証とは、イスラム教が摂取を禁じる豚肉やアルコールを使わない
など、商品やサービスが宗教上の戒律に適合したことを認証する制度のこと。

Salad Cafe 小田急百貨店新宿店

ハラール認証※マヨネーズタイプ『おマヨ』

http://www.salad-cafe.com/

おいしさの追求
高齢化や世帯人数の減少、共働き世帯の増加により、

スーパーマーケットやコンビニエンスストアにおける総菜の
ニーズは年々高まっています（右図参照）。

消費者が求めるものは、もちろん「おいしさ」であり、
それは家で作るのと同じような「家庭の味」です。当社は
それを実現するべく、全国7社9工場にて、地域に密着した
生産体制を整えています。

野菜の切り方や調理工程は、家庭で作る工程をできる
だけ再現しています。また、地域性豊かな日本の特長を
生かし、各工場はそれぞれ、その土地の郷土料理や味つけ
にこだわり、地域密着の商品作りをしています。

最近では、手間のかかる魚料理や揚げ物を家庭で調理
する機会が減っているため、『デリサラダ』や『おかずサラダ』
などの調理した魚や肉を合わせたサラダ料理の提案も
始めています。

各地域の特性に合わせて商品化することで、店舗からも
お客様からも信頼され、地域に根付いた商品の販売が可能
となっています。

2011年2010年2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2012年 2013年

71,897

75,804

78,129
79,491

82,156
80,541 81,238

83,578
85,137

86,445

中食（総菜）市場の成長� （単位：億円）

※袋物総菜は含まれない
出典：日本惣菜協会「2015年度 惣菜白書」データより当社作成

当社グループは、毎年3月を決算月としております。 当社グループは、毎年3月を決算月としております。

ハラール認証マーク
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コーポレート・ガバナンス

内部統制
❶内部統制システムの整備に関する基本方針

会社法および会社法施行規則に基づき、当社グループ
は、業務の適正を確保するため、下記の項目について体制
を整備しております。
1. �取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に

関する体制
2. 損失の危険の管理に関する規程その他体制
3. �取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを

確保するための体制
4. �取締役・従業員の職務の執行が法令および定款に

適合することを確保するための体制
5. �当社および連結子会社からなる企業集団における

業務の適正を確保するための体制
6. �取締役および従業員が監査役に報告をするための

体制その他の監査役への報告に関する体制
7. �その他監査役の監査が実効的におこなわれることを

確保するための体制

❷「内部統制報告制度」への対応
金融商品取引法に基づく「内部統制報告制度」が

2008年度から導入されたことに伴い、グループ全体
の内部統制の整備・運用・評価をおこなっております。
2014年度の財務報告に係る内部統制については、当社
グループの内部統制は有効である旨を記載した内部統制
報告書を監査法人の適正意見を得た上で2015年6月に
開示しました。

当社グループは今後も継続して内部統制の整備・運用
の仕組みの改善を重ね、財務報告の信頼性、経営の透明性
の向上を目指してまいります。

コーポレート・ガバナンスの状況
❶コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方

当社グループは、企業としての社会的責任を果たし
信頼される企業であり続けるために、法令遵守はもと
より経営基盤の整備、強化に取り組み続けていくことが
コーポレート・ガバナンスの基本と考えております。

そして、ガバナンス体制のより一層の確立、徹底を
図り、適時適切な情報開示により企業活動の透明性を
高めることで、より開かれた企業になることを目指して
おります。

コーポレート・ガバナンス体制

2015年6月23日現在

❷コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況
（a）経営管理体制および監査役の状況

当社グループの経営上の意思決定、執行および監督に
係る経営管理体制は、取締役会、監査役会を軸として構成
しております。

当社グループは監査役設置会社であります。
社外監査役を含む3名（常勤監査役1名、社外監査役

2名）で監査役会を構成しております。
（b）会社の機関の内容

下記「コーポレート・ガバナンス体制」の図のとおりです。

経
営 

・ 

監
視

選定・監督

指示・命令

指
示
・
助
言 助

言
・
指
導

報告

報告

監
査

連携

連携

連
携

連
携 監査

監査

内部
監査

答甲諮問

監査

連携
指示

指示

指示連携

選任・解任 選任・解任 選任・解任
株主総会

取締役会
取締役7名

（うち社外取締役2名）

監査役会
監査役3名

（うち社外監査役2名）
会計監査人

顧
問
弁
護
士・税
理
士
等
の
専
門
家

連結子会社
社長会 ＣＳＲ委員会 リスク

管理委員会

コンプライ
アンス
委員会

倫理委員会 内部統制
評価委員会

監査室
2名

内部統制室
4名

経営会議
16名

代表取締役社長

各部門・各本部・各室・グループ各社

指示・命令

指示・命令

業
務
執
行

内
部
統
制・リ
ス
ク
管
理

連携

役員一覧（2015年6月23日現在）

社外取締役
淀江 哲也

取締役 常務執行役員
木佐貫 富博

社外取締役
中川 基夫

取締役 専務執行役員
前田 広司

常勤監査役
原田 龍彦

代表取締役社長
炭井 孝志

社外監査役
山﨑 和義

取締役 専務執行役員
松葉 隆之

社外監査役
山下 彰俊

取締役 常務執行役員
村田 隆

コーポレート・ガバナンス
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企業価値向上に向けた取り組み

省エネ活動への取り組み

2006年度より、Reduce（発生抑制）を第一としての
廃棄物削減に向け3R活動に取り組み、特に製造時に
おける工程改善を実施し、廃棄物発生の抑制に着手
しました。その結果、2007年度は廃棄物のリサイクル率
90％以上を達成し、2008年度には自社工場全てに
おいて、ゼロエミッションを達成しました。毎年1回、
各工場におけるゼロエミッション達成状況の社内発表会
を開催し、最優秀工場、優秀工場には表彰状を授与して
います。

今後は子会社を含めた当社グループ全体のゼロ
エミッション達成を目指します。

省エネ法改正（2014年4月1日施行）により、従来の
省エネ（=エネルギー効率の改善、化石燃料の使用の
低減）の強化だけでなく、電力需給バランスを意識した

（=ピーク対策など時間の概念を含んだ）エネルギー管理
への活動を実施しています。

工場における地球温暖化防止に向けた取り組みでは、
省エネ対策や環境負荷そのものを低減するために設備
導入を進めています。

山梨工場では、高効率の空調設備・冷凍機を導入し、
地球環境にやさしい工場作りを実現しています。

2013年には山梨工場に当社で初めて「電気自動車」を
導入し、御殿場工場、厚木工場についで、2014年には
静岡富士山工場、東京本社にも導入しました。

環境に配慮した工場作りとして、静岡富士山工場では、
環境にやさしいエネルギーであるLNG（液化天然ガス）を
採用しました。重油に比べるとCO2の排出量が年間1,032t

（約30％）削減され、これは杉の
木74,000本の吸収量に相当
します。また、再生可能エネル
ギーの利用としてソーラー型
の外灯を設置しました。

ケンコーマヨネーズグループでは、事業活動を通してステークホルダーの皆様の期待に誠実に応え、企業として、
また従業員一人ひとりが環境問題にも積極的に取り組み、社会へ貢献することが、社会から強い信頼を得られ、
その結果として企業価値を向上させることにつながるものと考えています。

食育への取り組み

ゼロエミッションへの取り組み廃棄物削減への取り組み

当社は2007年から、野菜をもっとおいしく食べて
もらえるように食育活動を開始しました。東京本社近隣の
小学校や児童養護施設、高齢者クラブや社会福祉法人
など、地域の方々との交流も含めて食育活動を実施して
います。食育のテーマは1つには絞らず、食について
困っている内容や知りたい知識等を事前に打合せした
うえで決めています。例えば、小学3・4年生に向けての
食育は、マヨネーズ作りと、マヨネーズ＋αのアレンジソース
作り。自分たちでカットして盛り付けた野菜と手作り
マヨネーズやアレンジソースを一緒に食べると、野菜が
苦手な子供もみんなと楽しく食べ、完食しています。

2013年には、当社工場のある地域へも活動の範囲を
広げ、西神戸工場と西日本工場の近隣の小学校にて実施
しました。今後もより多くの方へおいしく、楽しく野菜を
食べてもらえるよう活動を広げていきます。

環境への取り組み

品質への取り組み

社会貢献への取り組み

マヨネーズ作りの講習

フードバンク活動への支援
2007年から、「セカンドハーベストジャパン」のフード

バンク活動に賛同をし、当社製品を寄贈しています。
品質的には問題はなく、流通できずに廃棄されてしまう

商品を、主に児童養護施設や福祉施設、炊き出しを
おこなう教会などにお届けしています。この活動に参加
することで、社会貢献だけではなく、食品ロスの削減と
廃棄コストの削減にもつな
がっています。
※�フードバンク活動とは	

食品メーカー、問屋、スーパー、
個人から寄贈された食品を生活
が困窮している方に無償で提供
する活動 東京本社での商品積み込み作業

教育・研究支援活動
2013年、国立大学法人東京海洋大学に『サラダ

サイエンス（ケンコーマヨネーズ）寄附講座』を開設しました。
この講座では、鮮度保持の難しい野菜や魚介類に

ついての研究や、食材と調味料との組み合わせで変化
する品質や栄養価についての研究をおこないます。先端
技術によるサラダの栄養機能、嗜好性、安全性などの
研究により、安全、安心、健康につながる社会に貢献
できることが期待されます。

2007年に食品リサイクル法（2001年に施行）が
見直され、一部改正となりましたが、ケンコーマヨネーズ
グループでは一部の工場を除き、目標値の「食品廃棄物量
の85％以上の再生使用等」を達成しています。

飼料化や肥料化を中心とした再生使用がほとんど
ですが、乾燥や脱水などによる食品廃棄物量の減量化
も進めています。京都府舞鶴市にある西日本工場では、
ポテトサラダを生産する過程で発生するじゃがいもの
むき皮や成型残さなどの副産物を、臭気などの環境対策を
目的として工場内で液状飼料化をおこない、養豚農場に
供給する事業を開始しました（農林水産省・2009年度
食品循環資源品質維持推進体制整備事業に採択）。

2014年度は2008年度と比較し、ポテトサラダ生産
数量が117.7％増加していますが、廃棄物量は59.3％
減少し、産業廃棄物量を約1,110t削減しています。

先端的なゼロエミッション推進活動の成果が評価され、
2013年には、日本食糧新聞社制定の「第22回食品安全
安心・環境貢献賞」を受賞しました。

また2014年には、農林水産省補助事業の一環で、
バイオマス資源総合利用推進協議会が実施しました、

「第1回食品産業もったいない大賞」で「食料産業局長賞」
を受賞しました。

● 廃棄物量■ ポテトピール　● ポテトサラダ生産数量
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※1 2007年度実績は、10月から  ※2 ポテトピールは2009年12月から

■ 液状飼料化導入による効果�

原料の品質確認

特定の農産物においては、
管理から収穫、流通、保管
方法に関する確認、使用に
ついて、分析や原料検査
データの確認をおこない、
安全が確認できた原料の
みを生産に使用しています。

検　査

新商品はテスト生産を実施
します。生産されたサンプル
の理化学検査などの検査、
味や状態面の官能確認を
おこない、品質について
安全が確認できた製品のみ
生産します。

生　産

製造現場では、継続的に
安全・安心な製品をお客様 
にお届けするため、さまざま
な取り組みに励んでいます。
また品質レベルの向上の
ため、教育や指導などにも
取り組んでいます。

製　品

製品には細菌検査や理化学
検 査 などの 品 質 検 査を
実施します。また正確な情報
をお客様にお知らせする
ために、表示内容は関連
法規に適合し、分かりやすさ
にも配慮しています。

お客様

情報を整備し問い合わせ
に迅速に対応します。また、
お 客 様 からの ご 意 見を
もとに品質向上に取り組ん
でいます。ご依頼を受けた
際には、開示資料の作成、
配布をおこなっています。

当社グループは、お客様に安全と安心をお届けするために、主要農産物の産地選定にこだわり、原材料の生産現場を
訪問した上で、自らが安全・安心と判断できる原材料を使用しています。また工場では受入検査の実施、製造工程の厳守、
5S（整理・整頓・清掃・清潔・躾）の徹底と巡回チェックの実施、製品検査による品質の確認などを通して品質管理に努めて
います。当社一部工場では品質マネジメントシステムISO9001の取得や、山梨工場では食品安全マネジメントシステム
FSSC22000の取得、当社品質保証本部においては、試験の能力に関する国際規格であるISO17025の認定を受けて
おり、加えて関係法令を遵守した正確な情報を提供することで、お客様の信頼にお応えしています。
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企業価値向上に向けた取り組み

IR活動
（1）株主様

当社グループでは、株主の皆様へ株主通信「ケンコー
レポート」を6月および12月の年2回お届けし、業績や
トピックスについての情報を発信しています。

また、当社製品を少しでも株主様にご使用いただきたく
ご優待制度の充実を図っており、毎年3月31日現在の
株主名簿に記載されております株主の皆様に対して
年1回当社製品をお送り
しています。

更に当社Webサイトの
IRサイトでは、経営計画や
財 務 情 報 など、各 種IR
情報を紹介しているほか、
ケ ン コ ー マ ヨ ネ ー ズ
グループに関するさまざま
な情報を適時更新して
います。

当社製品やメニュー、活動についてご理解いただく
場として、業務用のお客様に向けて年に1回、ケンコー
マヨネーズグループ総合フェアを開催しています。

当社グループはあらゆる業態のお客様に適切な製品
とメニューの提案をおこなうため、ファストフードや
ファミリーレストラン、食堂、居酒屋、コンビニエンス
ストア、ベーカリー、食品スーパーなど業態を細分化し、
販売・商品開発・メニュー開発・生産・購買がチームと
なって各業態への提案に向けて取り組んでいます。また
製品についても、マヨネーズ・ドレッシング類、ポテトサラダ
などのロングライフサラダ、タマゴ加工品の製品別の
メニュー提案も実施しています。市場演出型企業として、
市場のニーズを先取りし、お客様の役に立てるメニュー
提案を心掛けています。

■ 料理講習会の様子・申込みは下記URLをご参照ください
ケンちゃんのサラダ料理教室
https://www.kenkomayo.co.jp/lesson
Salad Cafe サラダ料理講習会
http://www.salad-cafe.com/contents/cooking

一般の方向けに、当社製品を使用したプロ向けの
レシピを一般家庭用にアレンジしてご提案する「ケンちゃん
のサラダ料理教室」と、ご家庭にある材料でサラダを
もっとおいしく、楽しく食べてもらうための「Salad Cafe 
サラダ料理講習会」の2種類の料理講習会を東京本社に
て開催しています。

調理のポイントや盛り付けのコツについて、普段食の
プロにメニュー提案している当社スタッフが初心者にも
分かりやすく講習します。ご夫婦やお子様と参加して
くださる方も多く、「こんなに簡単においしい料理が
できるなんて！」や「家庭でもぜひ作ってみよう」と嬉しい
感想を多くいただいています。

2015年度から、「Salad Cafe サラダ料理講習会」は
大阪でも開催をスタート。今後も多くの方にサラダ料理の
魅力をお届けしていきます。

お客様とのコミュニケーション

社員とのコミュニケーション

ケンコーマヨネーズグループ
総合フェア

料理講習会の開催

Kenko Marché 2014 Fun Fan Find の様子

当社製品を使用したメニュー提案を実施

（2）投資家様
ケンコーマヨネーズグループの経営戦略や業績を

ご理解いただく機会として、機関投資家や証券アナリスト、
報道機関を対象とした決算説明会を、5月および11月の
年2回開催しています。個人投資家向けにも年数回、会社
説明会を開催しています。

また、株主や投資家の皆様に経営戦略や業績等の
会社情報を適切にご理解いただくため、適時適切かつ
公平な情報開示の徹底に取り組んでいます。皆様から
いただいたご意見・情報については、経営や事業運営の
参考とさせていただいています。

更に、当社グループはインサイダー取引防止のため、
厳格な情報管理をおこない、事前情報漏えい防止に努めて
います。

子育て支援制度充実に対する
外部機関からの評価

人材の育成
2013年度より、新入社員への研修内容を充実させ、

メーカーの基本である「商品づくり」を習得するために
生産現場、商品開発、グループ会社研修を中心に実施して
います。また、若手社員とのコミュニケーションの機会を
増やすために、課題や今後の方向性を共有する面談の
機会を設けています。

その他にも、階層別の研修やセキュリティ対策での
eラーニング研修などの研修制度の充実を図りながら、
福利厚生としては永年勤続賞や改善提案賞などの褒章
制度や全拠点で任意で参加できるクラブ活動の充実など、
常に従業員のモチベーションを向上させる施策を進めて
います。

当社グループでは、仕事と家庭の両立を支援し、従業員
全員が働きやすい職場環境づくりを目的とした行動計画
を策定し、制度や環境の整備を推進しています。

この取り組みが評価され、2013年度に『杉並区子育て
優良事業者表彰』にて「最優良賞」を受賞、2014年には
東京労働局長から「子育てサポート企業」として認定を受け、

「くるみんマーク」を取得しました。今後も従業員の働き
やすい職場環境づくりに努めていきます。

2015年3月 東証IRフェスタの様子
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連結財務諸表

科　目 第57期
（2013年度）

第58期
（2014年度）

資産の部 （39,686）（39,448）

Ⅰ 流動資産 18,095 18,704

現金及び預金 3,884 4,778

受取手形及び売掛金 9,008 10,159

商品及び製品 1,275 1,406

仕掛品 12 14

原材料及び貯蔵品 848 889

未収入金 2,503 1,034

繰延税金資産 321 330

その他 243 99

貸倒引当金 △1 △8

Ⅱ固定資産 21,590 20,744

有形固定資産 17,765 16,857

建物及び構築物 4,519 5,878

機械装置及び運搬具 3,396 5,856

工具、器具及び備品 231 292

土地 4,995 4,711

リース資産 3 10

建設仮勘定 4,619 107

無形固定資産 373 408

投資その他の資産 3,452 3,478

投資有価証券 2,246 2,571

長期前払費用 105 90

繰延税金資産 305 10

差入保証金 305 279

保険積立金 454 487

その他 73 82

貸倒引当金 △38 △44

合　　計 39,686 39,448

科　目 第57期
（2013年度）

第58期
（2014年度）

売上高 57,301 60,327

売上原価 42,530 44,608

売上総利益 14,770 15,718

販売費及び一般管理費 12,342 12,717

営業利益 2,428 3,001

営業外収益 148 154

受取利息 2 0

受取配当金 25 27

受取賃貸料 15 15

その他 105 110

営業外費用 318 378

支払利息 77 88

持分法による投資損失 229 246

その他 10 43

経常利益 2,258 2,776

特別利益 1 97

投資有価証券売却益 1 ―

補助金収入 ― 84

受取保険金 ― 9

その他 ― 3

特別損失 45 80

固定資産除却損 21 10

減損損失 15 64

その他 8 4

税金等調整前当期純利益 2,215 2,793

法人税、住民税及び事業税 858 1,098

法人税等調整額 91 53

少数株主損益調整前当期純利益 1,265 1,642

当期純利益 1,265 1,642

科　目 第57期
（2013年度）

第58期
（2014年度）

負債の部 （23,876）（21,481）

Ⅰ 流動負債 14,860 14,422

支払手形及び買掛金 7,083 7,443

1年内返済予定の長期借入金 976 1,214

未払金 4,159 3,061

未払法人税等 327 736

賞与引当金 386 397

役員賞与引当金 16 17

売上割戻引当金 17 11

設備関係支払手形 1,169 67

その他 724 1,472

Ⅱ固定負債 9,015 7,058

長期借入金 4,053 2,979

繰延税金負債 62 156

役員退職慰労引当金 200 240

退職給付に係る負債 870 300

長期未払金 3,765 3,334

その他 63 46

純資産の部 （15,810）（17,967）

Ⅰ 株主資本 15,368 17,046

資本金 2,180 2,180

資本剰余金 2,448 2,448

利益剰余金 10,739 12,417

自己株式 △0 △0

Ⅱその他の包括利益累計額 441 921

その他有価証券評価差額金 463 792

為替換算調整勘定 109 218

退職給付に係る調整累計額 △130 △89

合　　計 39,686 39,448

■ 連結貸借対照表（2015年３月31日現在） （単位：百万円） ■連結損益計算書（2014年４月１日から2015年３月31日まで）� （単位：百万円）

当社グループは、毎年3月を決算月としております。 当社グループは、毎年3月を決算月としております。
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連結財務諸表

第57期
（2013年度）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,180 2,448 9,772 △0 14,401
当期変動額

剰余金の配当 △298 △298
当期純利益 1,265 1,265
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 967 ― 967
当期末残高 2,180 2,448 10,739 △0 15,368

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 359 40 ― 400 14,801
当期変動額

剰余金の配当 △298
当期純利益 1,265
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 103 69 △130 41 41

当期変動額合計 103 69 △130 41 1,009
当期末残高 463 109 △130 441 15,810

科　目 第57期
（2013年度）

第58期
（2014年度）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,215 2,793

減価償却費 1,004 1,421

減損損失 15 64

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 13

賞与引当金の増減額（△は減少） 4 10

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 0 1

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 17 24

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 36 40

受取利息及び受取配当金 △27 △28

支払利息 77 88

固定資産除却損 21 10

投資有価証券売却損益（△は益） △1 ―

売上債権の増減額（△は増加） 899 △1,150

たな卸資産の増減額（△は増加） △76 △174

未収消費税等の増減額（△は増加） △151 151

仕入債務の増減額（△は減少） △958 359

前払費用の増減額（△は増加） △15 △6

未払金の増減額（△は減少） △320 122

未払消費税等の増減額（△は減少） △147 730

未払費用の増減額（△は減少） △59 56

その他の資産の増減額（△は増加） △125 △124

その他の負債の増減額（△は減少） △77 △22

その他 230 246

小計 2,556 4,630

利息及び配当金の受取額 27 28

利息の支払額 △77 △89

法人税等の支払額 △1,240 △710

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,265 3,859

科　目 第57期
（2013年度）

第58期
（2014年度）

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,192 △3,387

無形固定資産の取得による支出 △74 △116

投資有価証券の取得による支出 △50 △19

投資有価証券の売却による収入 6 ―

関係会社株式の取得による支出 △544 ―

その他 2 28

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,853 △3,496

財務活動によるキャッシュ・フロー

割賦債務の返済による支出 △853 △1,210

割賦取引による収入 1,856 2,879

長期借入れによる収入 1,989 140

長期借入金の返済による支出 △1,137 △976

配当金の支払額 △298 △298

その他 △5 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,552 530

現金及び現金同等物の
増減額（△は減少） △2,035 894

現金及び現金同等物の
期首残高 5,919 3,884

現金及び現金同等物の
期末残高 3,884 4,778

■ 連結株主資本等変動計算書（2013年４月１日から2014年３月31日まで）� （単位：百万円） ■連結キャッシュ・フロー計算書（2014年４月１日から2015年３月31日まで）� （単位：百万円）

第58期
（2014年度）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,180 2,448 10,739 △0 15,368
会計方針の変更による累積的影響額 333 333

会計方針の変更を反映した当期首残高 2,180 2,448 11,073 △0 15,702
当期変動額

剰余金の配当 △298 △298
自己株式の取得 △0 △0
当期純利益 1,642 1,642
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 1,343 △0 1,343
当期末残高 2,180 2,448 12,417 △0 17,046

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 463 109 △130 441 15,810
会計方針の変更による累積的影響額 333

会計方針の変更を反映した当期首残高 463 109 △130 441 16,144
当期変動額

剰余金の配当 △298
自己株式の取得 △0
当期純利益 1,642
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 329 109 41 479 479

当期変動額合計 329 109 41 479 1,823
当期末残高 792 218 △89 921 17,967

■ 連結株主資本等変動計算書（2014年４月１日から2015年３月31日まで）� （単位：百万円）

当社グループは、毎年3月を決算月としております。

当社グループは、毎年3月を決算月としております。
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株式情報 会社情報

厚木工場

御殿場工場

静岡富士山工場

関東ダイエットエッグ
会津若松工場

関東ダイエットエッグ
日高工場

九州ダイエットクック
山梨工場

関西ダイエットクック

関東ダイエットクック

神戸工場

ダイエットクックサプライ

西日本工場

西神戸工場
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■ 株価・出来高の推移

発行可能株式総数 33,500,000株
発 行 済 株 式 総 数 14,211,000株
株 主 数 9,553名

株主名
当社への出資状況

 持株数（株） 持株比率（％）
株式会社ティーアンドエー 1,257,600 8.85
第一生命保険株式会社 757,000 5.33
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 669,700 4.71
日本生命保険相互会社 577,200 4.06
株式会社三井住友銀行 559,200 3.93
株式会社三菱東京UFJ銀行 559,000 3.93
キッコーマン株式会社 491,000 3.46
ケンコーマヨネーズ従業員持株会 480,761 3.38
一般財団法人旗影会 450,000 3.17
伊藤忠商事株式会社 448,000 3.15
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2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度
66 93 126 93 126 93 126 93 126 93 12 3

2015年度

株価（終値） ■ 出来高

■ 大株主の状況（2015年3月31日現在）

■ 株式の状況（2015年3月31日現在）

会 社 名 ケンコーマヨネーズ株式会社
KENKO Mayonnaise Co., Ltd.

設 立 年 月 1958（昭和33）年3月
本 店 所 在 地 兵庫県神戸市灘区都通３丁目３番16号

(東京本社)
東京都杉並区高井戸東３丁目８番13号

資 本 金 2,180百万円
従 業 員 数 2,841名（連結）
証 券 コ ード 2915（東京証券取引所市場第一部）
ホームページ http://www.kenkomayo.co.jp

株式会社ダイエットクック白老
ライラック・フーズ株式会社
株式会社関東ダイエットクック
株式会社関東ダイエットエッグ
株式会社関西ダイエットクック
株式会社ダイエットクックサプライ
株式会社九州ダイエットクック
サラダカフェ株式会社

■海外ネットワーク（2015年7月31日現在）

PT.Intan Kenkomayo Indonesia（インドネシア）
Vancouver Research Office（カナダ）

■会社概要（2015年3月31日現在） ■ 連結子会社（2015年7月31日現在）

全国に広がる
ネットワーク

■ネットワーク（2015年7月31日現在）

●本社工場
●連結子会社拠点
●海外ネットワーク
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